






大判2004年 1 月14日民集58巻 1 号56頁（以下、2004年判決）「補足意見 2 」を嚆矢
とする。2004年判決まで、選挙制度に係る立法裁量の広さを強調することにより
余程のことがない限り（較差 6 倍を超えない限り）違憲状態の判断に至らないとす




判決、最大判2006年10月 4 日民集60巻 8 号2696頁（以下、2006年判決）、そして最
大判2009年 9 月30日民集63巻 7 号1520頁（以下、2009年判決）を経るなかで、最高
裁自らが「実質的にはより厳格な評価」がなされるようになってきたと述べるよ
（ 1 ）　なお、2004年判決以前においても、「誠実な努力」や「最善の努力」が語られることが
ある（例えば、最大判1998年 9 月 2 日民集52巻 6 号1373頁における尾崎行信・福田博追加反
対意見や最大判2000年 9 月 6 日民集54巻 7 号1997頁における梶谷玄追加反対意見）。これら








































（ 3 ）　立法裁量の「判断過程統制」が「応用」［福井 2007, 39; 山本 2011, 224 註13］したとさ
れる行政裁量の「判断過程統制」をここで論じる余裕はない。一般的な理解に従えば［村上 





































して［仲野 2014; 須田 2015, 38ff.］も参照）。
（ 4 ）　学説においても、立法裁量の「判断過程統制」の観念として、この 2 つのタイプのもの
があるように見受けられる［参照、山本 2014, 385 註 6 ］。例えば、「 1 票の較差」訴訟で
も、最高裁は都道府県の意義や、市町村等の行政区画、面積の大小、人口密度、住民構成、
交通事情、地理的状況等諸般の要素（非人口的要素）に言及してきたが、これらへの言及を












（ 5 ）　［藤田 2012, 145; 藤田 2016, 35］等をみるとき、裁判官
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藤田宙靖は「その事件において、































摯な努力」を持ち出したと理解できる［山本 2014, 385 註 5 ］。
（ 6 ）　なお、立法不作為の国家賠償法上の違法性の判断枠組みも、違憲の明白性＋注意義務
違反という「二元的」枠組みである。この点、在外邦人選挙権違憲訴訟最判（最大判2005
年 9 月14日民集第59巻 7 号2087頁）の「やむを得ない事由」の有無の判断における不作為の
審査のあり方の位置づけが問題になり得る。




























　⑥最大判1999年11月10日民集53巻 8 号1441頁の反対意見において、 1 人別枠方
式の「合理性に疑問を抱かせる事実が指摘されていた」うえに、2007年判決でも



























































あり、同日から本件選挙までは約 1 年 9 ヶ月経過している。 1 人別枠方式を廃止
する法改正作業が2011年判決言渡し直後から真摯に行われていたならば、本件選
挙までの約 1 年 9 ヶ月の間に区割規定の改正は十分に可能であった。2011年判決
により立法府としては喫緊の課題として 1 人別枠方式の廃止を優先的に実行する
憲法上の義務を国民に負うことになったにもかかわらず、2011年判決言渡し後約


















決から本件選挙当日まで約 3 年 8 ヶ月が経過しており、国会に認められた選挙制
度の構築についての広範な裁量権や議員間で利害が激しく対立する選挙区割りの


















の検討が行われており、最大判1983年 4 月27日民集37巻 3 号345頁から最大判












































































る。「しかし、その後の立法府の動向を見ると、平成18年改正の 4 増 4 減措置は、
表向きは暫定的なものとされていたものの、その真意は、それを実質的に改革作
業の終着駅とし、しかも、最大較差 5 倍を超えないための最小限の改革に止める
という意図によるものであったと評価せざるを得ない」。①当該 4 増 4 減以降現
在まで較差是正のための公職選挙法改正は行われていない。②立法府は、当該 4
増 4 減措置の導入後現在に至るまで、およそ 6 年間、更なる定数是正につき本格
的な検討を行っているようには見受けられない。③その後2012年に提出された改
























































































































146　　早法 92 巻 2 号（2017）
て「永久運動」［毛利 2010, 463］させるという、すぐれて実践的な点にこそ「イ
ンパクト」［新井 2004, 69］が存在したと思われる［山本 2011. 2
（16）
19］。しかし、



































































1988, 162f.; 藤井 2012, 418ff.; 宮地 2015, 188ff.］─の可能性を探る研究が登場し
148　　早法 92 巻 2 号（2017）
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